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平成 22年度 建設工事施工統計調査（平成 21年度実績）及び 

住宅用地完成面積調査（平成 21年度実績）への協力依頼について 

 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

平素は当会の事業運営につきまして、格別なるご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

標記につきましては、我が国における 1年間の建設活動の実態及び宅地造成等工事
の状況を明らかにすることを目的とした調査であり、特に「建設工事施工統計調査」

は統計法に基づく基幹統計調査になります。 

また、その調査結果は、我が国の経済政策、財政政策、建設行政等の基礎資料とさ

れており、特に、建設業を取り巻く環境が非常に厳しいものとなっている現在、建設

業界の置かれている状況を客観的なデータとして公表することの意味は、極めて大き

いと考えます。 

両調査は、国土交通大臣が指定した建設業者に対し、各都道府県が窓口となって、

調査票の送付・回収（各企業への調査依頼は 6 月中旬予定）を実施するものですが、

近年、回収率が低下傾向にあり、格段の配慮を求められています。 

つきましては、本調査の趣旨をご理解賜り、円滑な調査実施のため、貴会会員企業

に対し、周知方よろしくお願い申し上げます。 

敬具 
 

（参考）調査結果は、下記の国土交通省ホームページよりご覧いただけます。 

http://www.mlit.go.jp/statistics/details/kkoji_list.html 

 

担当：事業部 松縄 
 






